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資料７

学習指導要領の「基準性」の一層の明確化について

葉養正明（東京学芸大学）

●「基準性」の変遷

学習指導要領の告示化（昭和３３）

→「最低基準」論

詰め込み教育批判にたつ「最低基準」論批判

→「標準」

暴力行為等処罰に関する法律違反被告上告事件最高裁大法廷判決（昭和５１・５）

→「大綱的基準」

新学習指導要領告示（平成１０・１２）

→「新学習指導要領は最低基準 （平成１２年後半あたり）」

町村文部大臣談話の新聞報道（平成１３・４）

「学習指導要領は国が定める最低基準であって、理解の程度によっては、進度が速

い子の場合、例えば小学校３年生の子どもが、４、５年生、あるいは中学１年程

度の学習をしてもよいのではないか」

●「学習指導要領は最低基準」説のわかりにくさ

現行学習指導要領の場合、教科書検定は「最低基準」で実施されたか？

→薄くなった教科書

なにが「最低基準」か？

「新学習指導要領においては、全員が共通に学習する内容を厳選する一方、選択学

習の幅を拡大するとともに、学習指導要領の大綱化・弾力化を一層進め、学校や

教員の創意工夫を生かした特色ある教育活動を展開できるようになっており、こ

れまでの学習指導要領より、最低基準としての性格が一層明瞭になった 」。

（ 個に応じた指導に関する指導資料 、平成１４・８）『 』

「最低基準」というのは 「全員が共通に学習する内容」か 「学習指導要領の大綱化・、 、

弾力化」か

「適切に定めるものとする 「配慮するものとする 「工夫する必要がある 「できる」」 」 」

等はどう解釈するか
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●教育基本法第１０条の解釈と関わって

条件整備行政への役割限定論

内的事項・外的事項峻別論

教育行政は学校制度的基準の設定、管理を所掌している

有力視された大綱的基準説

最高裁大法廷判決（昭和５１・５）

「本件当時の中学校学習指導要領の内容を通覧するのに、おおむね、中学校において

地域差、学校差を超えて全国的に共通なものとして教授されることが必要な最小限

度の基準と考えても必ずしも不合理とはいえない事項が、その根幹をなしていると

認められるのであり ・・・全体としてなお全国的な大綱的基準としての性格をもつ、

ものと認められる」

●「基準性」の一層の明確化の意義：地方分権、規制改革の流れの中で

地方分権、規制改革と学力低下論の狭間で

●現場の反応
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